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演者 ⼭下 護 先⽣
厚⽣労働省政策統括官付
社会保障担当参事官室
政策企画官
演題1
「確実に分かる未来に備えて」
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経　　　歴
山下 護（やました まもる）
出身：石川県金沢市
最終学歴：東京大学教育学部卒（教育学士）
職歴：
1997 年 4 月　厚生省入省
2004 年 4 月　厚生労働省医政局指導課 課長補佐
2008 年 7 月　外務省在タイ日本国大使館 一等書記官
2011 年 8 月　全国健康保険協会企画部 企画グループ長
2012 年 9 月　厚生労働省 保険局総務課 課長補佐
2014 年 7 月　厚生労働省 社会保障担当参事官室室長補佐
2015 年 8 月　厚生労働省 社会保障担当参事官室政策企画官
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
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○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2060年には、人口は8,674万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約40％となる。
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日本の人口ピラミッドの変化
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103.0万人
（1.43）
※１
74.9万人
（1.34）
48.2万人
（1.35）
（出所） 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
※１ 出典：2013（平成25）年人口動態統計 4
今後の人口構造の急速な変化
平成24年推計値
（日本の将来推計人口）
実績値
（国勢調査等）
○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現
在人口） 厚生労働省「人口動態統計」
※１ 出典：平成25年度 総務省「人口推計」 （2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％）
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日本の人口の推移 100歳以上人口の推移
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100歳以上人口の推移
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2075年は100人�1人が100歳以上！
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」, 総務省「国勢調査」及び「人口推計」
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平成26年10月1日��人口�����（総人口:127,083千人）
（出所）総務省「人口推計」（平成26年10月1日現在）
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長期的な日本の人口の推移
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資料:1920年より前:鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」、1920〜2010：総務省「国勢調査」、2011年以降:「日本の将来推計人口(平成24
年1月推計)」出生3仮定・死亡中位仮定。一定の地域を含まないことがある。
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出生�、死亡�、�計��出生�の推移
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（出典） 厚生労働省「人口動態統計」および、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位（死亡中位）推計
（注） 2010年までは実績値、2011年以降は推計値
２０年前と２０年後の比較
���� ���� ����
人口 124,299千人 126,597千人 112,124千人
出生数 118.7万人 100.8万人 71.2万人
死亡数 92.2万人 130.2万人 165.6万人
75歳未満の人口 117,152千人 110,139千人 89,670千人
世帯主75歳以上
（単独・夫婦の
み）
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総人口に占める
80歳以上の割合 3.1％3,870千人
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○年齢別未婚率の推移
○ 出生率低下の人口学的な要因は、「晩婚化の進行」と「夫婦出生児数の減少」。
○ 未婚率は男女とも依然上昇傾向にあり、晩婚化の進行は継続。
○ 結婚した夫婦からの出生児数が1990年代以降減少傾向。1960年代生まれ以降の世
代では、これまでのように最終的な夫婦出生児数が2人に達しない可能性も。
○夫婦出生児数の推移（妻の年齢別）
資料：国立社会保障・人口問題研究所「出産力調査」・「出生動向基本調査」
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（調査対象は18～34歳の未婚者）
○「生涯の結婚意思」について ○「いずれ結婚するつもり」の未婚男女
の希望子ども数
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（参考）夫婦の平均予定子ども数
独身男女の約9割は結婚意思を持っており、希望子ども数も男女とも2人以上。
国民の結婚や出産に対する希望
（出典）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2013年１月推計）」
（注１）世帯主が65歳以上の場合を、高齢者世帯とする。
（注２）子どもがいる世帯のうちひとり親世帯＝ひとり親と子の世帯／（夫婦と子の世帯＋ひとり親と子の世帯）
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○単身世帯、高齢者単身世帯、ひとり親世帯ともに、今後とも増加が予想されている。
単身世帯は、2035年で約４割に達する見込み。（全世帯数約5,184万世帯（2010年））
15
20.8%
23.1%
25.6%
27.6%
29.5%
32.4%
33.3% 34.4%
35.6% 36.5%
37.2%
13.7%
15.4%
17.1%
19.3%
21.9%
23.9%
25.9%
27.9%
29.7%
31.4%
32.9%
6.3% 6.8% 7.1%
7.6% 8.4%
8.7%
9.4% 10.1% 10.6%
11.1% 11.4%
3.1%
4.0%
5.0%
6.5%
7.9%
9.6%
11.4%
12.6% 13.4%
14.2%
15.4%
1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年
子どもがいる世帯の
うちひとり親世帯
単身世帯
高齢者単身世帯
ひとり親世帯
実績値
（国勢調査）
平成２５年推計値
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世帯構成の推移と見通し
資料：1920年は厚生省「昭和59年厚生白書」、1961年、2009年は厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」等より厚生労働省政策統括官付政策評価官室
において作成。
（注） 価値観の多様化により、人生の選択肢も多くなってきており、統計でみた平均的なライフスタイルに合致しない場合が多くなっていることに留意する必要がある。
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○子どもの数は減少する一方、平均寿命の延伸により引退後の期間が、長くなっている。
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統計で見た平均的なライフサイクル
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死亡数の年�推移
出典）平成22年までは厚生労働省 「人口動態統計」
平成23年以降は国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口(平成24年1月推計)」(出生中位・死亡中位)
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※1994年までは老人ホームでの死亡は、自宅に含まれている
死亡場所の推移
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債）分（基礎年金国庫負担１／２と36.5％との差額）を含んでいる。 ※６ 児童手当については、平成25年度当初予算ベースの割合を示したもの。端数処理の関係で合計は100%ではない。
国
61.0%
市町村
事業主拠出金
8.5%
健康保険
( 組合健保
)
都道
府県
15.3%
15.3%
※１、２
※１
※１
※３
※４
社会保障財源の全体像（イメージ）
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※５
※６
社会保障給付費（※） 2015年度（予算ベース） 116.8兆円 （対ＧＤＰ比 23.1%）
※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。
保険料 64.8兆円（59.2%） 税 44.7兆円（40.8%）
うち被保険者拠出
34.8兆円（31.8%）
うち事業主拠出
30.0兆円（27.4%）
うち国
31.8兆円（29.1%）
うち地方
12.8兆円
（11.7%）
国（一般会計） 社会保障関係費等
※※2015年度予算
社会保障関係費 31.5兆円（一般歳出の55.0%を占める）
積立金の運用収入等
各制度における
保険料負担
都道府県
市町村
（一般財源）
年金 56.2兆円（48.1%）
《対ＧＤＰ比 11.1%》
医療 37.5兆円（32.1%）
《対ＧＤＰ比 7.4%》
����
�給付� 社会保障給付費
福祉その他
23.1兆円（19.8%）
《対ＧＤＰ比 4.6%》
うち介護9.7兆円（8.3%）
《対ＧＤＰ比 1.9%》
うち子ども・子育て5.5兆円（4.7%）
《対ＧＤＰ比 1.1%》
社会保障の給付と負担の現状（2015年度予算ベース）
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90
100
110
120
年金
医療
福祉その他
1人当たり社会保障給付費
年金
福祉その他
医療
一人当たり社会保障給付費（���）
2010
(平成22)
1990
（平成2)
1980
（昭和55)
1970
（昭和45)
1960
（昭和35)
1950
（昭和25)
（兆円） （万円）
47.2
24.8
3.5
0.1 0.7
104.7
2000
（平成12)
2015
(予算ﾍﾞｰｽ)
資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成24年度社会保障費用統計」、2013年度、2014年度、2015年度（予算ベース）は厚生労働省推計、
2015年度の国民所得額は「平成27年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成27年2月12日閣議決定）」
（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2015年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。
116.8
1970 1980 1990 2000 2010 2015(予算ﾍﾞｰｽ)
国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 375.2 352.7 376.7
給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 104.7(100.0%) 116.8(100.0%)
（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.0( 50.6%) 56.2( 48.1%)
医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 32.9( 31.4%) 37.5( 32.1%)
福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 18.8( 17.9%) 23.1( 19.8%)
Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 20.83% 29.68% 30.99%
78.1
社会保障給付費の推移
22
社会保障給付費の増加と制度の持続可能性
○ 我が国社会保障制度は、社会保険方式を採りながら、高齢者医療・介護給付費の５割を公費で賄うなど、公費負担
（税財源で賄われる負担）に相当程度依存している。
○ その結果、近年、高齢者医療・介護給付費の増に伴い、負担増は公費に集中している。これを賄う財源を確保出来ていないため、給付
と負担のバランス（社会保障制度の持続可能性）が損なわれ、将来世代に負担を先送りしている（＝財政悪化）。
0
20
40
60
80
100
2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24
財源109.5兆円
＋資産収入
給付費
116.8兆円
（年度）
保険料
64.8
国庫負
担
31.8
年金
56.2
医療
37.5
介護・福祉
その他
23.1
(うち介護9.7)
資産収入
等
2015
（H27）年度
地方負担
12.8
（兆円）
16.2
43.0
給付費
保険料
財源
47.2
39.5
63.0
110.7
（出典） 国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」。2015（H27）年度は厚生労働省（当初予算ベース）による。
（注） 社会保障制度改革推進法では、「国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に係る国及び地方公共団
体の負担の主要な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるもの」とされている（社会保障制度改革推進法第２条第１項４号）。 23
2015
（H27）年度
�費財源
国庫負担
＋地方負担
1990年 2010年
国庫負担
＋地方負担
16.2
25%
40.8
37%
保険料
負担
（被保険者）
18.5
28%
30.3
28%
保険料
負担
（事業主）
21.0
32%
28.1
26%
社会保障
給付費 47.2 104.7
（兆円）
社会保障財源の��の推移
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財務省資料
国の一般歳出の約５５％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が�増）
年度 歳出総額 一般歳出 社会保障関係費
２０１６ ９６７，２１８ ５７８，２８６ （１００％） ３１９，７３８ （約５５％）
２０１０ ９２２，９９２ ５３４，５４２ （１００％） ２７２，６８６ （約５１％）
２００５ ８２１，８２９ ４７２，８２９ （１００％） ２０３，８０８ （約４３％）
２０００ ８４９，８７１ ４８０，９１４ （１００％） １６７，６６６ （約３５％）
一般歳出に占める社会保障費の割合の推移
歳出 歳入
歳出
９６７，２１８
（１００．０）
歳入
９６７，２１８
（１００．０）
（億円、％）
一般歳出
５７８，２８６
国債費
２３６，１２１
地方交付税
交付金等
１５２，８１１
社会保障
３１９，７３８
公共事業
５９，７３７
文教及び
科学振興
５３，５８０
その他
９４，６９０
防衛
５０，５４１
租税及び
印紙収入
５７６，０４０
公債金収入
３４４，３２０
その他収入
４６，８５８
所得税
１７９，７５０
法人税
１２２，３３０
消費税
１７１，８５０その他
１０２，１１０
特例公債
２８３，８２０
建設公債
６０，５００
（億円）
一般歳出に占める
社会保障関係費の割合
→ 約５５％
［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］
平成28年度 国の一般歳出と社会保障関係費
− 6− − 7−
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130
140
150
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170
180
190
200
社会保障関係費
文教及び科学振興費
防衛関係費
公共事業関係費
その他
（％）
（年度）
82�1
102�4
63�3
90�8
※平成１２年度を１００とした場合の指数の推移
一般歳出に占める項目別指数推移（平成12年度～平成28年度）
190�7
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ひと、くらし、みらいのために
厚生労働省社会保障に係る費⽤の将来推計について
2012年度
《479.6兆円》
2015年度
《509.8兆円》
2020年度
《558.0兆円》
2025年度
《610.6兆円》
（兆円）
年金
医療
介護
子ども子育て
その他
109.5兆円
（22.8%）
119.8兆円
（23.5%）
134.4兆円
（24.1%）
148.9兆円
（24.4%）
※ 平成24年３月に厚生労働省において作成したもの
注１：「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。
（ただし、「Ⅱ 医療介護等 ②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策」
および 「Ⅲ 年金」の効果は、反映していない。）
注２：上図の子ども・子育ては、新システム制度の実施等を前提に、保育所、幼稚園、延長保育、地域子育て支援拠点、一時預かり、子どものための現金給
付、育児休業給付、出産手当金、社会的養護、妊婦健診等を含めた計数である。
注３：（ ）内は対GDP比である。《 》内はGDP額である。
118.7兆円
（23.3%）
現状投影
改革後
○給付費は、2012年度の109.5兆円（GDP比22.8%）から2025年度の148.9兆円（GDP比24.4%）へ増加
○2025年度にかけて、医療・介護の給付費が急激に増加
介護
２．�倍
医療
１．５倍
年金
１．１倍
GDP
１．３倍
40.1 
80.8 
52.0 48.7 
30.4 
19.8 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
医療産業 情報通信産業 自動車産業 建設産業 不動産産業 大型小売店
�����産業��������（�����）（兆円）
［注１］医療産業は国民医療費。情報通信産業は情報通信関連製造業の出荷額及び情報通信業（放送業、新聞業、出版業、広告業
等を含む。）の売上高の合計。自動車産業は自動車関連製造業の出荷額。建設産業は民間部門及び公共部門の出来高の合計。
不動産産業は不動産取引業及び不動産賃貸業の売上高の合計。大型小売店は百貨店及びスーパーの販売額の合計。
［注２］国民医療費及び情報通信業の売上高は平成25年度実績。その他は平成25年（暦年）実績。
（出典）「平成25年度 国民医療費の概況」、工業統計（平成25年）、「平成26年情報通信業基本調査」、建設総合統計（平成25
年）、サービス産業動向調査拡大調査（平成25年）、商業販売統計（平成25年） 27
??????????
???????
28
資料出所：2012年実績値は総務省「労働力調査」、2020年及び2030年は（独）労働政策研究・研修機構推計
※推計は、 （独）労働政策研究・研修機構が、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」等を用いて行ったもの
※経済成長と労働参加が適切に進むケース：「日本再興戦略」を踏まえた高成長が実現し、かつ労働市場への参加が進むケース
※経済成長と労働参加が適切に進まないケース：復興需要を見込んで2015年までは経済成長が適切に進むケースの半分程度の成長率を想定するが、2016年以降、
経済成長率・物価変化率がゼロ、かつ労働市場への参加が進まないケース（2012年性・年齢階級別の労働力率固定ケース）
※図中の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、年齢計と内訳の合計は必ずしも一致しない。増減差は表章単位の数値から算出している。
1044 966 1005 876 964
4034 3896 4083 3497 3812
1193 1086 1203 1077 1327
（実績値） 経済成長と労働参加が
適切に進まないケース
経済成長と労働参加が
適切に進むケース
経済成長と労働参加が
適切に進まないケース
経済成長と労働参加が
適切に進むケース
３０歳～
５９歳
１５歳～
２９歳
６０歳
以上
５９��万人
（�３２３万人）
６２９１万人
（２１万人）
５��９万人
（��２１万人）
６１０３万人
（�１６�万人）
２０３０年までの就業者シ���ーシ��（��計）
約190万人�
（���性
150万人�）
約40万人�
（���性
20万人�）
約250万人�
（���性
80万人�）
約320万人�
（���性
260万人）
約90万人�
（���性
40万人�）
約３�０万人�（���性２１０万人�）
�２０２０年� �２０３０年�
６２�０万人
約120万人�
（���性
30万人�）
約６５０万人�（���性３�０万人�）
○ 「経済成長と労働市場への参加が進まないケース」では、2030年にかけて就業者数
が821万人減少。
○ 「経済成長と労働参加が進むケース」では、2030年にかけての就業者数の減少は
167万人にとどまる。
��の労働��給に��るシ���ーシ��
29
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○75歳以上人口は、多くの都道府県で2025年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やか。
○今後10年間で75歳以上人口は都市部においては急速に増加するが、地方ではそれほど増加しない。
○75歳未満人口は特に地方において急速に減少する。
��歳以上人口の将来推計（平成��年の人口を���としたと�の�数）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成
��歳��人口の将来推計（平成��年の人口を���としたと�の�数）
ひと、くらし、みらいのために
厚生労働省地域ごとの⾼齢化の特徴
31
都道府県別の人口増減率
32
埼玉県の将来の人口
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51,199
133,149
290,294
33
��：億日 総計 診療費小計 医科入院 医科外来 歯科 調剤
平成12年度 28.0 28.0 5.1 18.7 4.1 5.3
平成13年度 28.1 28.0 5.1 18.8 4.1 5.8
平成14年度 27.6 27.6 5.0 18.4 4.2 6.0
平成15年度 27.2 27.2 5.0 18.1 4.1 6.2
平成16年度 27.3 27.2 5.0 18.1 4.2 6.5
平成17年度 27.2 27.1 5.0 17.9 4.2 6.6
平成18年度 27.0 26.9 4.9 17.9 4.2 6.9
平成19年度 26.7 26.7 4.9 17.7 4.1 7.1
平成20年度 26.4 26.3 4.8 17.4 4.1 7.2
平成21年度 26.2 26.2 4.8 17.3 4.1 7.3
平成22年度 26.3 26.2 4.8 17.3 4.1 7.6
平成23年度 26.2 26.2 4.8 17.2 4.1 7.8
平成24年度 26.0 25.9 4.7 17.0 4.1 7.9
平成25年度 25.8 25.7 4.7 16.8 4.1 7.9
平成26年度 25.7 25.6 4.7 16.7 4.2 8.1
12→26変化 ▲2.3 ▲2.4 ▲0.5 ▲2.0 ＋0.0 ＋2.8
医療保険受診延日数の推移
○ 平成12年度から平成26年度の医療保険受診延日数の推移をみると、医科外来については、減
少傾向。医科入院については、わずかに減少傾向。
��：「医療費の動向」（厚生労働省保険�） 34
主たる診療科別医科診療所の受診延日数（対前年度比）
（医科入院外）
▲ 6.0
▲ 4.0
▲ 2.0
0.0
2.0
4.0
6.0
8.0
H22 H23 H24 H25 H26
内科 小児科 外科
整形外科 皮膚科 産婦人科
眼科 耳鼻咽喉科 その他
医科診療所
※『最近の医療費の動向（概算医療費）』（ＭＥＤＩＡＳ）から作成
全体
35
診療種別・医療費の伸びの構造
12.6兆
円
15.8兆
円
15.7兆
円
20.6兆
円
2.5兆円
2.7兆円
平成15年度 平成25年度
+0.2兆円
（+6.9%）
+3.2兆円
（+25.5%）
+5.0兆円
（+31.8%）
3.3万円
5.0億日
4.7億日
2.5万円
15.8兆円
12.6兆円
H25
H15
1日当たり医療費
1.2万円
18.1億日
受診延べ日数 16.8億日
0.9万円
20.6兆円
15.7兆円
H25
H15
出典：「医療費の動向」（厚生労働省）
入院
入院外
＋調剤
歯科
【入院外＋調剤】
【入院】
○ 診療種別に医療費の伸びを見ると、入院・入院外共に増加。またそのいずれも、10年前と比べ、受診延べ日
数は減少しているが、1日当たり医療費が増加していることにより総医療費が増加している形となっている。
− 8− − 9−
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37
【入院】年齢階級別 1人当たり医療費（平成15年度、平成25年度）
出所：「国民医療費」（厚生労働省）
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【入院】
（万円）
○ 年齢階級別に1人当たり医療費の伸びを見ると、10年前と比べ、1人当たりの入院医療費はどの年齢層で見
ても増加しているが、特に、0～4歳、75～84歳の伸び幅が大きい。
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【入院】年齢階級別 三要素（平成15年度、平成25年度）
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受診率 1件あたり日数 1日当たり医療費（食事・生活療養を含む）
出所：「医療保険に関する基礎資料」（厚生労働省保険局）
注：「受診率」とは、1年間における、1人当たりのレセプト枚数（患者が医療機関を利用した総月数）を指す。
「1件当たり日数」とは、レセプト1枚あたりの医療機関を利用した日数を指す。
【入院】
○ 1人当たり入院医療費を要素別に分解すると、受診率、1件当たり日数はどの年齢層でも減少しているのに対
し、1日当たり医療費はどの年齢層でも増加している。
（件/人） （日） （円）
39
【入院外】年齢階級別 1人当たり医療費（平成15年度、平成25年度）
出所：「国民医療費」（厚生労働省）
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【入院外】（調剤医療費を含む）
（万円）
○ 1人当たり入院外医療費の伸びを見ると、80歳以上の高齢者の1人当たり医療費の伸びが特に大きい。
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【入院外】年齢階級別 三要素（平成15年度、平成25年度）
受診率 1件あたり日数 1日当たり医療費（調剤を含む）
出所：「医療保険に関する基礎資料」（厚生労働省保険局）
注：「受診率」とは、1年間における、1人当たりのレセプト枚数（患者が医療機関を利用した総月数）を指す。
「1件当たり日数」とは、レセプト1枚あたりの医療機関を利用した日数を指す。
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【入院外】
○ 1人当たり入院外医療費を要素別に分解すると、受診率については若年者層で増加している一方、高齢者では
減少傾向にある。1件当たり日数はどの年齢で見ても減少、1日当たり医療費はどの年齢で見ても増加している。
（件/人） （日） （円）
平成２８年度診療報酬改定の概要
診療報酬（本体） ＋０．４９％
医科 ＋０．５６％
歯科 ＋０．６１％
調剤 ＋０．１７％
薬価改定 ▲１．２２％
上記のほか、市場拡大再算定による薬価の見直しにより、▲0.19％
年間販売額が極めて大きい品目に対応する市場拡大再算定の特例
の実施により、▲0.28％
材料価格改定 ▲０．１１％
・ ２０２５年(平成�７)年に向けて、����������と効果的・効率的で�
の高い医療提供体制の��を�る。
・ ����������の��と医療機�の機�分化・�化、��に関する
�実等に�り�む。
平成28年度診療報酬改定
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※ なお、別途、新規収載された後発医薬品の価格の引下げ、長期収載品の特例的引下げの置き換え率の
基準の見直し、いわゆる大型門前薬局等に対する評価の適正化、入院医療において食事として提供され
る経腸栄養用製品に係る入院時食事療養費等の適正化、医薬品の適正使用等の観点等からの１処方当
たりの湿布薬の枚数制限、費用対効果の低下した歯科材料の適正化の措置を講ずる。
２８年度診療報酬改定のポイント
入院医
療
?????????????????????????????
・「７対１入院基本料」の「重症度、医療・看護必要度」の見直し等を行い、患者の重症度を適切に評価
???????? ・「退院支援加算」を創設し、入院後早期からの退院支援を推進
????????????????? ・歯科医師や薬剤師との連携の推進、「看護職員夜間配置加算」の充実等
?? ????????????????? ・医療機関間の電子的な情報提供・共有を推進
外来医
療在宅
医療
?????????????????????????
・認知症患者への対応を重視し「認知症患者地域包括診療料」を創設、「かかりつけ歯科医」によるう蝕や歯周病の重症化
予防などの口腔ケアを推進
?????????????????????????
・ 「特定機能病院」及び一般病床５００床以上の「地域医療支援病院」は、医科の初診時に最低5,000円の負担
??????????????????????????????????
調剤・
医薬品
?????????????????
・ 「かかりつけ薬剤師指導料」を創設し、「かかりつけ薬剤師」による一元的・継続的な服薬情報の把握・服薬指導を推進
???????????????????????
?????????????????
???????????????????
・新規医療技術の評価や新薬創出を促進、費用対効果評価（アウトカム評価）の試行導入やリハビリにおけるアウトカム評価の導入
重点的
対応分
野
??????????????????? ・「地域がん診療病院」「小児がん拠点病院」を評価
???????? ・夜間・休日の救急患者、脳梗塞や狭心症で緊急治療が必要な救急患者の受入を促進
?????????
・身体疾患を有する認知症患者への質の高いケアを推進、認知症やせん妄の患者に対応するよう「重症度、医療・看護
必要度」の項目を見直し
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8
・「７対１入院基本料」の届出病院について、入院患者の
「重症度、医療・看護必要度」の見直し
※ 「手術直後の患者」や「救急搬送後の患者」を評価するなど、
重症の急性期患者の状態を適切に評価
（重症患者の割合２５％）
・療養病棟の入院患者の評価基準（「医療区分」）の見直し検討
※軽度者も含まれる「酸素療法」や「頻回の血糖検査」等の項目を
見直し
地域包括ケア病棟
等
自宅・在宅医療
長期療養
高度急性期・急性期
急性期からの受け入れ
在宅復帰や療養病棟等へ の転院
入院医療
１．患者の重症度等を適切に評価する等の見直しを行い、
病床機能にふさわしい状態の患者の受入れを進める
３．ICU（特定集中治療室）等の高度急性期医療を行う病棟
に薬剤師を配置し、薬剤��作用の確認等を実施
（「病棟薬剤業務実施体制加算２」（新設）：８０点）
６．���を活用した医療機関間の情報共有や連携の推進
医療機関間で診療情報を電子的に提供した場合に、送信者・受信者双方
に加算。
 地域包括ケアシステムと病床の機能分化・
連携のさらなる推進
 退院支援の強化
２．入院後�期からの退院支援の取組や、医療機関間で
常日頃から顔の見える連携体制を構築することをより一
層、推進
・「退院支援加算」を創設し、その要件に、退院支援の専従職員の配置
や顔の見える連携体制の構築等を追加。
「退院支援加算１」（新設）：６００点（一般病棟入院基本料等の場合）
 チーム医療の推進と勤務環境の改善
 ICTを活用した情報の共有・連携の推進
４．医師と歯科医師が連携して、入院患者の栄養管理を
サポートする取組をさらに推進
・栄養管理に係る多職種のチームに歯科医師を配置した場合や、外部
の歯科医療機関の歯科医師と連携して診療した場合を評価
（「栄養サポートチーム加算 歯科医師連携加算」（新設）：５０点）
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５．看護職員の手�い夜間配置を行っている病院の評価を
充実
・「看護職員夜間12対１配置加算１」：８０点
１．「かかりつけ医機能」の一層の強化のため、認知症への
対応を重�する等の見直し
・「認知症地域包括診療料」（新設）：1,515点
・「認知症地域包括診療加算」（新設）：３０点
紹介個別の疾患だけでな
く、療養指導、服薬管
理、健康管理など
逆紹介
患者がアクセスしやすい
中小病院、診療所 地域の拠点となるような病院
専門的な診療
外来受診
外来医療・在宅医療
４．重症患者や小児への在宅医療を強化するため、診療報
酬上の評価の充実や要件の見直しを実施
・在宅医療の「管理料」について、重症者の場合には評価を充実
・「機能強化型」の「在宅療養支援診療所」や「訪問看護ステ－ション」
の要件に、重症な小児患者への訪問診療の実績を追加
５．歯科診療所と病院等とが連携して、歯科訪問診療を実
施し、患者の��機能管理等を行うことを推進
・歯科を標榜している病院に入院している患者に対して、地域の歯科医
師が歯科訪問診療を行えるよう要件を緩和
３．平成28年度から、紹介状なしで大病院を受診した場合
の定額負担を導入
・大病院は、大学病院等の「特定機能病院」や一般病床５００床以上の
「地域医療支援病院」。
・金額は、最低金額を定めることとし、医科の初診は５，０００円、
再診は２，５００円。 （歯科は、初診３，０００円、再診１，５００円）
 「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」の普及
 紹介状なしで大病院を受診した場合の定額負担
 重症患者や小児への在宅医療の強化
 口腔機能の維持・管理の推進
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【18歳以下の�用者への訪問看護の実施割合】
２．「かかりつけ歯科医」によるう蝕、歯周病の重症化予�
などの��ケアの取組を推進
・エナメル質初期う蝕管理加算（新設）：260点
・歯周病安定期治療（Ⅱ）（新設）：380点（１歯以上１０歯未満）
※併せて、「歯科疾患管理料」等について、文書提供の要件を見直し
44
【２．いわゆる大型門前薬局等の評価の見直し】
２．いわ�る大型門�薬局等の「調剤基本料」の見直し
【１．「かかりつけ薬剤師・薬局」の評価】
１．「かかりつけ薬剤師」が行う服薬指導等の評価と、
「薬剤服用�管理指導料」の見直し
 かかりつけ薬剤師・薬局の評価、いわゆる大型門前薬局等の評価の見直し
調剤（１）
月2500回 月4000回
90 %
70 %
処方せ
ん受付
回数
４１点
処方せん集中率
特例
２５点
拡大
お薬手帳あり
41点
お薬手帳なし
34点
患者の来局回数にかかわら
ず、また、どの薬剤師が服
薬指導を行っても同じ点数
??
??????????
???
初回の来局
５０点
2回目以降
の来局
３８点
かかりつけ薬剤師が行う服薬指導
かかりつけ薬剤師以外の薬剤
師が行う服薬指導
?????????????
?????
??????????
（「かかりつけ薬剤師指導料」の新設：７０点）
・患者が選択した「かかりつけ薬剤師」が服薬状況を一元的・
継続的に把握し、服薬指導等を行った場合を評価
（「薬剤服用歴管理指導料」の見直し）
・「かかりつけ薬剤師」以外の薬剤師が服薬指導を行った場合
の点数とし、２回目以降にお薬手帳を持って来局した場合の
点数を引下げ
（繰り返し同じ薬局に来るインセンティブとして患者負担を減少）
調剤報酬において、「かかりつけ薬剤師」を�置づけ、現行
の「薬剤服用�管理指導料」を２種類に再�成
・現在、既に講じている門前薬局対策としての調剤基
本料の特例についても、その対象範囲を拡大
【同一グループの薬局】
・グループ全体の処方せん受
付回数が４万枚超
かつ
・処方せん集中率が９５％超
※ 「かかりつけ薬剤師」の要件案
・患者の受診医療機関と服薬状況を一元的・継続的に把握すること
・薬剤師として３年以上の薬局勤務経験
・当該保険薬局に６か月以上の在籍 等
調剤基本料 ２０点
月2000回
【拡大対象】
・処方せん受付回数月2,000回
超 かつ 集中率90％超
・特定の医療機関からの処方
せん受付回数が月4,000回超
（集中率にかかわらず対象）
調剤基本料 ２５点
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・グループ全体の処方せん受付回数が月４万回超であっ
て、特定の医療機関からの処方せん集中率が95％超の薬
局等の調剤基本料を引下げ（41点→20点）
調剤（２）
 薬剤師��る在宅��や�薬��等の��の推進、調剤�等の見直し等
７．「電子版お薬手帳」の取扱の見直し
・電子版お薬手帳は、紙媒体と同様の機能を有する場合
（どの薬局・医療機関でも閲覧が可能等）には、
診療報酬上、紙媒体の手帳と同様の取扱いとする
６．「調剤料」の見直し
・内服薬の「調剤料」や「一包化加算」の見直し
５．後発医薬品の使用促進
・後発医薬品の調剤数量割合の高い薬局を評価
「後発医薬品調剤体制加算」の要件の見直し
調剤数量割合６５％以上 １８点
７５％以上 ２２点
４．�薬解消や多剤・重�投薬の�減の取組の推進
・薬局から医療機関へ減薬等の
疑義照会を行い、処方内容を
変更した場合の評価を充実
（「重複投薬・相互作用等防止加算」
について、保険医に疑義照会を行い
処方が変更された場合、３０点加算）
３．薬剤師による在宅訪問等の推進
・在宅訪問を積極的に行う薬局をさらに評価
（「基準調剤加算」を３２点とし、算定要件に過去１年間の在宅訪問
の実績があること追加）
・在宅患者について、医療機関に減薬等の疑義照会を行
い、 処方内容を変更した場合を評価
（「在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料（新設）：30点）
【３．在宅訪問や残薬解消等の取組の推進】
31.3％20.2％
41.4％
5～9種類
10～14種類
15種類以上
0～4種類
【高齢者の多剤投与の状況の一例】
ある後期高齢者医療広域連合の
被保険者（75歳以上）のH26年12月診療
データ
【４．その他】
投与日数 点数
～７日 １日につき
５点
８日～ １日につき
４点
１５日～２１日 ７１点
２２日～３０日 ８１点
３１日～ ８９点
【調剤料（内服薬１剤の場合）：現行】
投与日数 点数
～７日 １日につき
５点
８日～ １日につき
４点
１５日～２１日 ７０点
２２日～３０日 ８０点
３１日～ ８７点
【�定案】
投与日数 点数
～５６日 投与日数が７又
はその端数を増
すごとに３２点
５７日～ ２９０点
【一包化加算：現行】
投与日数 点数
～４２日 投与日数が７又
はその端数を増
すごとに３２点
４３日～ ２２０点
【�定案】
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重点的対応分野（がん、救急医療、認知症）
 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価
１．がん拠点病院がない空白地域の解消のため設置され
た 「地域がん診療病院」について、診療報酬で評価
（「がん診療連携拠点病院加算」地域がん診療病院（新設）：３０
０点）
２．小児がん医療の診療機能の集約化が進むよう、「小児
がん拠点病院」について、診療報酬で評価
（「小児がん拠点病院加算」（新設）：７５０点）
年間2,000～2,500人が新規で
小児がんを発症しているが、
約200施設で治療されており、
診療機能が拡散。必ずしも適
切な治療がなされていない。
「小児がん拠点病院」 全国に１５カ
所設置
（要件）小児がん医療の診療実績や、
必要な機能・体制（長期フォローアッ
プ体制、臨床研究、療育環境等）
３．全ての医療従事者が緩和ケアを理解し、知識と技術の
習得を促進するよう、緩和ケアに関する診療報酬を見直し
・「がん性疼痛緩和指導管理料」の要件について、緩和ケア研修を受け
た医師が実施することを必須とする。
 救急医療の充実
 認知症対策の充実
４．救急患者の受入体制の確保のため、２�救急医療機関
における、夜間・休日の救急患者の受入を促進
・「夜間休日救急搬送医学管理料」の評価の充実 ２００点 → ６００点
【２�救急医療機関�の時間外・深夜・休日に対応した患者数（１か
月）の内�】
020
4060
80100
～100 ～200 ～300 ～400 ～500 ～600 ～700 ～800 ～900 ～1000 1000超
（医療機関数）
時間外・深夜・休日に対応患者数（救急搬送患者
除く）
２次救急医療機関の中には、多くの患者に対応している医療機関が存在
５．脳梗塞や��症で�急の治療等を必要とする救急患
者の 受入を促進
・脳梗塞でｔ－PAを施行した患者等への評価を引き上げ
７．認知症・せん妄の患者を、�度の高い急性期医療を必
要とする状態として評価
・「認知症」｢せん妄」の患者が基準を満たしやすくなるよう、
「重症度、医療・看護必要度」の項目を見直し
６．�体疾患で入院する認知症患者への、多職種による質の
高いケアの推進
・病棟での認知症へのケアの向上を図るため、専門チームが病棟へ
の支援 を行う等の体制を評価
「認知症ケア加算１」 （新設） ： イ １４日以内の期間 １５０点
ロ １５日以上の期間 ３０点
5 20
44 46 72 87
135
212
286
351 375
377 388 397 401354 339 319 317 294 280
240
179 147 120 113 129 116 108
84
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
H14.3 H14.８ H14.12 H15.１ H15.８ H15.12 H17.1 H18.８ H19.１ H20.２ H21.４ H22.４ H23.４ H24.４ H27.４
拠点病院数
��がん診療��指���
【がん拠点病院数と空白地域の推�】
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0
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1 2開発要請
１．後発医薬品の新規収載時の価格算定ルールの見直し
【現行】：先発品の薬価×０．６
（内用薬については、銘柄数が10を超える場合は0.5を乗じた額）
６．イ��ーションの評価
・再生医療等製品の導入促進
※平成27年11月18日に保険収載が了承された再生医療等製品
「テムセルHS注」（１治療 約1,390万円） 「ハートシート」（１治療 約1,480万円）
・新規医療技術等の評価
※学会等からの提案に基づき、新規の医療技術や、先進医療で実施してい
る医療技術のうち有効性等が確立したものについて保険適用
（小児��に対する�子�治療、�・�部��に対する重�子�治療も
保険適用）
８．�用対効果評価（アウトカム評価）を、平成28年度に�行
的 導入。その効果を踏まえ、引き続き本格導入に向けて検
討。
また、リハビリテーションの診療報酬において、アウトカム
評価を導入。
 ��医薬品の�用�進・価���化、医薬品等の��の��化
 イノベーションやア���ム評価の推進
【新薬の薬価収載件数】
年度 件数
H２３ ３５
H２４ ５８
H２５ ４１
H２６ ７８
【適応外薬解消件数】
国から３０５件の開発要請を行い、２３０件が開発・承認
（これまで３回の開発要望募集を実施）
※【例】
成分�「エルロチ��」
肺がんの治療薬に、
膵がんへの適応を追
加
305
230
承認
７．�新的医薬品の創出、適応外薬の解消の促進
・「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」の継続実施
医薬品・イノベーション
２．長期収載品価格の特例引下げに係る後発医薬品の置
�え率
の基準の見直し
【見直し案】：先発品の薬価×０．５
（内用薬については、銘柄数が10を超
える場合は0.４を乗じた額）
３．年間販売額が�業の見��を超えて�めて大きい品目
に対する�場拡大再算定の特例の実施
・年間販売額 １０００～１５００億円 かつ 予想の１．５倍以上
→ 薬価を最大２５％引下げ
・年間販売額１５００億円超 かつ 予想の１．３倍以上
→ 薬価を最大５０％引下げ
先発品 新規後発品
×0.5（0.4）
?????? ???????????? ???
▲２．０％ ２０％未満 ３０％未満
▲１．７５％ ２０％以上、４０％未満 ３０％以上、５０％未満
▲１．５％ ４０％以上、６０％未満 ５０％以上、７０％未満
９
４．��薬の１処方�たりの枚数制�の実施、��栄養用
製品の適�化
５．医療機�の内外価格�の��（�� １．５倍 → １．３倍）
− 10 − − 11 −
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演者 池⽥ ⾥江⼦ 先⽣
⼀般社団法⼈ 埼⽟県薬剤師会
常務理事
演題2
「在宅医療にかかわる薬局薬剤師の
役割と今後の展望」
− 14 − − 15 −
略　　　歴
池田 里江子（いけだ りえこ）
昭和 62 年３月　明治薬科大学 薬剤学部卒業
昭和 62 年４月　明治薬科大学大学院入学
平成元年 3 月　明治薬科大学大学院修了
現　職
埼玉県薬剤師会　常務理事
埼玉県薬剤師会　地域保健医療計画推進委員会（通称在宅委員会） 委員長
埼玉県薬剤師会　社会保険委員会 委員
埼玉県薬剤師会　職能対策・学術委員会 委員
飯能薬剤師会　理事 及び 在宅委員会 委員長
城西大学薬学部　非常勤講師
職　歴
平成元年　大鵬薬品株式会社 開発部入社
平成 3年　退職
その後、町の薬局・中堅病院でパート職員として勤務
平成 13 年 5 月　ふれあい薬局開局
平成 20 年 9 月　ふれあい薬局岩槻店開局
　（現在 2店舗を経営する）
プロフィール
現在、埼玉県内で薬剤師の在宅医療について進める活動を 4 年前から積極的に行っている。
一方、患者自宅にある残薬についてもデーターを集め研究を行った。
　また、地元飯能では多職種連携事業として「飯能日高地区ワールドカフェ」という多職種
での座談会を立ち上げ、顔の見える関係を構築し「地域包括ケアシステムの構築」について
多くの意見を集め行政とともに地域の医療介護の連携について検討している。
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在宅医療に関わる薬局薬剤師の役割と今後
の展望 （城西大学生涯学習2016.05.14）
埼玉県薬剤師会 常務理事
ふれあい薬局 代表取締役
池田 里江子
近年の医療制度について
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２厚生労働省資料(出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
��������� ����� �����
○日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定
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２０１５年１１月に厚生労働省より発表された
− 16 − − 17 −
2016/4/26
3
２８年度調剤報酬改定の中で
改定でなく改革だ！と言われ
ています・・・
かかりつけ薬剤師 物から人への象徴！
− 18 − − 19 −
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4
注目すべき分割調剤
健康サポート薬局制度
①健康サポート薬局 健康サポート薬局の要件
研修について 健康サポート薬局届出までの
スケジューリング
− 18 − − 19 −
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在宅医療って
これらはみな
ご自分で管理できているというお宅です
この方は薬局から
訪問の提案をした方です。
お電話などで度重ね
質問がありました。
平成２�年��������事業 薬局�薬�����し���情報����事業
平成２�年２月 埼玉県�������埼玉県薬��� 報�
高齢者等の薬の飲み残し対策事業（第１報）
 ���������患�１年��の�薬��有��者等の基�����調査参
加薬局�薬����等����の����高�と����患者������
し���調査の�����し�参加��意�������患者�同意�の��
���し������������の薬局�参加して������１薬局１患者�
��とし��
患者�宅の�����調査���
���残薬の状況����患者�の�薬�����者�の報��医��の�
�調�����の取����������の��等�薬���調査����
し��
平成２�年�月１����１�月�１���の�����として���２�����の
����調査参加薬局の薬���患者宅���し�残薬の������取���
�患者���ー����し��
１ 調査参加薬局と同意取得状況
保険薬局数 患者数（�）
埼玉県内の全保険薬局数
（平成26年12月現在） 2,673（100％） ―
調査参加 183（6.8％） 204（100％）
同意取得 174（6.5％） 185（90.7％）
有効データ 140（5.2％） 150（73.5％）
２‐3 患者の基本情報（患者の介護度）
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6
認知症の進行による患者の変化
くすりの管理は難しい
３‐4 残薬調査結果
（残薬が生じた理由：患者アンケートから）
患者の状況に応じた薬剤師による適切な支援
が行われれば、かなりの改善が可能。
患者側の要因
（自己判断）
が77.2％
３‐1 残薬調査結果（残薬及び不要薬の状況）
患者が飲�残
した�方薬
��調査� 最�調査�
残 薬
（現在服用中）
不要薬
（それ以外）
残 薬
（現在服用中）
�有患者� 150名(100%) 97名(64.7%) 142名(94.7%)
� � (円) 2,227,704 737,625 1,281,969
９４５，７３５円の削減
外来服薬支援(１８５点）
実際の在宅医療における薬剤師の役割
�医薬�の���用
�����ケア�の参加
������による��
コンプライアンス
服薬を順守する
ともかく飲むことを最優先する
考え方
アドヒアランス
納得した服薬
服薬の意味を知る 薬識を持つ
コンコーダンス
自ら治療に参加する
ナラティブストーリーを共有し、
自らが治療の主体となって積極的に率先して服薬に係る
入院
コンプラ
イアンス
外来診療
在宅管理
アドヒアランス
コンコーダンス
入院・外来診療・在宅医療
の考え方の違い
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実際の在宅医療における薬剤師の役割
�医薬品の����
��������の��
����連携による協�
38
中医協・総‐5 ‐ 2 23年4月20日より
病棟⇔在宅
外来調剤
�調、��状���
フィ��ル�����ト
���ル�������
最近では�方�に
�����ー�ーを
�付する病�もある
薬薬
連携
医薬品が��に���れない・管理がで�ない理�は3つ
飲�た�ないとい���の��は����
剤��� 服薬��は� ������ �力など�
管理能力�� 日�の�� ��の���
薬�・病�の�� ��った��� �の���
������過�の���
飲�ない
飲�た�ない
�れる
39
薬を飲みやすくする工夫
嚥下能力の確認
ゼリー、とろみ剤などの利用
飲み方の確認（身体機能は？）
簡易懸濁法（かんいけんだくほう）
お薬の形状を変更
貼付剤、口腔崩壊錠、外用剤、坐薬
嚥下状態に合わせる・服薬回数の見直し（生活に合わせて）
40
飲めない
薬剤師は�����
�剤��の����
後発品にも役立つものが沢山あります
最近は貼付剤やゼリー、舌にのせると溶けるフィルムシートなど
特徴ある後発品の開発が進んでいます。
その方の状態にとって、もっとも手がかからず簡易に飲ませられるものを提案します
42
患者の残存能力を考慮すること。
過剰な服薬支援は能力を落とす場合もある。
ピルケース
箱に仕切りを入れて
手製のケース作成
１包化されていても
中身が判る情報
一包化
投薬カレンダー
個々の患者の能力に応じた薬の管理方法忘れる
���リ
�の�
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どうして飲みたくないのでしょう
 残薬や併用薬が多くなりすぎ�理がつかなくなったため、飲まない。
 何の薬か理�していないため飲まない。
 薬の��用が�いため飲まない
 特に体調が悪くないから飲まない（��調�）
43
飲みたくない
そこまでに�った��を�き取る （�分な��）
�り�し、理�をえる、��心をなくすための��
�薬��では
�しい・・・・・
血圧の薬が沢山残薬となっていた
要介護2 高齢世帯
• 血圧の薬は1日1回にまとめ、9時30分に入るヘルパーさんに確認
を依頼。
• 当面は週1回訪問して血圧測定。週3回のデイサービスの血圧記
録も確認。
• コンプライアンスの上昇とともに、血圧は上が100を切るようになっ
てきた。デイサービスからもふらつきの訴えあり。
フィジカルアセスメント 例1
医師に訪問時及びデイサービスでの測定値を文書で提示。ノルバス
ク10ｍｇから5ｍｇ、その後も低い推移だったため2.5ｍｇに替わった。
薬剤師が行ったこと（客観的情報と主観的情報）
アセスメントとアウトカム
老人性うつと診断され安定剤を飲んでいたが
日中横になることが多かった
要支援1 高齢住宅
• 日中横になり��もはっきりしない、しかし��人は��的には安定していたのでコン
スタンについての必要性について医師に確認。
• �る�の薬もレン�ルミンにデパスと飲んでいたので朝も��時はっきりしないとロキ
ソニンも飲んでいた。
• ま�は��のコンスタンの��を�え医師に報�
フィジカルアセスメント 例2
コンスタンが��されてし�らくすると�も�れるようになり、�る�の薬が
リーゼのみに��になった。また、ロキソニンも�要になった。
薬剤師が行ったこと（客観的情報と主観的情報）
アセスメントとアウトカム
実際の在宅医療における薬剤師の役割
�医薬�の��使用
�終末緩和ケアへの��
�多��連携による��
在宅での終末期支援
看取りへ
終末期こそ医療と介護の連携が大切
痛みの少ない終末 必要な医療が在宅で行える
医療用麻薬を使った疼
痛緩和ケア 中心静脈栄養
必要な輸液の供給
薬局の役割
全人的な痛みの軽減は
家族・介護者・医療者の連携が大切
薬剤師は薬を上手に使うための
細やかな支援
医療用具・医療器具
衛生材料の供給
事例1 在宅高カロリー輸液療法（IVH）
86歳男性 要介護2
処方
1）ネオパレン2号輸液 1000ｍｌ
ソルラクト輸液 500ｍｌ
へパフラッシュ100単位/ｍｌ
シリンジ10ｍｌ １筒
７日分
2）テルフュージョンポンプ用
チューブセットTS-P541F076
７セット
3）テルフュージョン輸液セット
TI-U750P ７セット
4）フェンタニル３日用テープ12.6ｍｇ
５枚
5）オプソ内服液5ｍｇ 2.5ｍｌ ３０包
（1回3P) １０回分
6） マグミット330 ３錠
アンブロキソール錠15ｍｇ ３錠
１日３回毎食後 １４日分
7）ランソプラゾールOD錠30ｍｇ １錠
１日１回 朝食後 １４日分
6）7）１包化
・IVHの持続点滴が可能になるようにポンプ
用のチューブセットを用意して、ポンプを準備
してくださる業者を紹介して翌日よりポンプで
管理。
・アンブロキソール→１日１回製剤へ
・マグミット330ｍｇ →ラキソベロン液
・オプソ内服液 →オキノーム散10ｍｇ
（服薬ゼリーにて服薬）
レスキュー
�ー�が少
なく痛みが
�していた
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事例2 無菌調剤処方
６６歳 男性 （胃がん終末期）
1）エルネオパ１号液 1000ｍｌ ７キット
ブスコパン注20ｍｇ 2％1ｍｌ １４管
用法 ７日分とする 無菌調剤混合
アタラックスP25ｍｇ2A×７日分も混注
2）在宅中心静脈栄養用輸液セット（本体） ２本
在宅中心静脈栄養用輸液セット（付属品フーバー針） ２本
3）生食注シリンジ10ｍｌ ２筒
4）サンドスタチン皮下注用５０μｇ 1ｍｌ ４２管
生理食塩水 20ｍｌ 3A
用法 ｼｭｱﾌｭｰｻﾞｰポンプ100ｍｌ用使用 無菌調剤混合
全量を７日分とする
5）アブストラル舌下錠 １００μｇ ２錠
疼痛時 １０回分
6）フェントステープ4ｍｇ ７枚
１日１枚貼付
* 脱水観察
* 痛みと嘔気について確認
レスキューの量やベース薬の量について
確認
嘔気について医師と適正薬を検討する。
＊医療材料や衛生材料の検討
口腔内乾燥にてスプレータイプ、ゼリータ
イプの衛生用品を提案
その他こんなことも行います
 ���て�んでしま���、�み�れ�時のフ��ー
 ���ん��でなく、���や�ア�ネ、サー�ス提供�への情
報提供
 医療���の処理
 ����の�薬の回�
在宅管理をしていない
場合でも、処方薬局へ
の情報提供をお願いし
ます
リンクノートについて 点が線になる情報源です！ ふれあい薬局の無菌調剤業務
埼玉県薬剤師会
ステップアップ講習会
の様子
薬の管理
薬学的な
管理
54
単に薬の管理だけでなく薬学的な管理を行います
医師の処方通りに薬を
服用（使用）するためだ
けの管理
薬剤師でなくても・・・・
服用していることで
効果は？副作用は？ADLや
QOLに影響していない？など
薬学的な知識に基づいて
評価しつつ、服薬状況を管理
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実際の在宅医療における薬剤師の役割
①医薬�の適�使用
②終末��ケア�の参加
③多職種連携による協働
多職種と協働して患者さんの生活をサポートする
（薬の管理ができない方）
例えば・・・
①どうしてもコンプライアンスの確認が取れないとき
②体調について確認したいとき
③何よりまず、導入時にケアマネさんの同行あるいは確認をお願いする
まだまだ、まだまだ、いっぱいあります！！
訪問看護さんと同じ時間に訪問してまずは患者さんの状態管理
・呼吸や血圧
・褥瘡の状態
・体重の様子など
⇓
痛みや嘔気・便秘などＡＤＬのコントロールを相談
⇓
医師に報告
多職種と協働して患者さんの生活をサポートする
（終末医療）
ほんの
１例で
す！
担当者会議
医療情報の提供と連携
デイサービス
息子さん夫妻
娘さん
訪問薬剤師
かかりつけ
クリニックかかりつけ
病院
ケアマネ
ヘルパー
医療処置の不要なケアであれば
医師は「訪問指示」
を行う。医師の訪問
は必須ではない
多職連携を進める方法って？
旭川発祥
［対象者］
●ケアに携わる方�医療職、�護職、��者（��、��、法��、���
�、�ラン��ア、行�職などなど）�かを�いやる�に�っている人す�て
［参加費］
●無 料
［持ち物］
●ネームプレートかネームタグ
仕事場で使われているもので結構です
●マグカップなどのコップ
落として壊れると悲しいので2番目に気に入っているものを
●ペンかマジック
模造紙に書くときに使います。裏移りしない細めのマジックが最適です。
いろんな色を用意するのもgood！！
●お菓子・スイーツ
�しなが�つまめるものを���持参ください
グループは4‐6人で構成
多職種連
携
事例1
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「目的」
①日常のケアの相談できる場所つくり
②顔の見える関係作り
③地域ケアの向上
「ファシリテーター」
一つのテーブルに一人残る人を決めその人が今までの経緯をつな
げる
の特徴
「相���・�り�」
すでに社会では��なお�のとれる「ケア」が�れ
ている。しかし、ケアで�られる�のはお��けでは
�りま��。ケアをした�の��感・相�からの感
�・�る種の��な�、ケアした��ケアされる��
相�に「�り�」を�ることができます。この�えを
このカフェで��します。
お菓子な�軽食の���る・小�なお�を�う・会
場の��・��け・��的な参加��な�
http://www.carecafe‐japan.com/
飯能・日高地区では
ワールドカフェが開催されています！
多職種連携
事例2
ワールドカフェ開催の目的
＊顔の見える関係を構築する。
＊多職種が気軽に意見や情報を交わす場を提供す
る。
ワールドカフェって？
少人数のグループに分かれテーマに沿って話し合いをします。
短時間でグループのメンバーを変えながらグループを渡り歩く
感じで行います。
時にお茶やお菓子を食べながら楽しく会話を進めていきます。
ワールドカフェ
飯能編
をのぞいてみよう
ワールドカフェの歩み
☆ 座談会の内容、参加者
参加者 グループ数 時間 内容、テーマ
第１回
40人 4 １５分×５
テーマ 「飯能地区における地域包括
ケアシステムの構築」
～何からはじめたら良いか？～H26.1.15
第２回
81人 8 ２０分×３ 説 明 株式会社エイル 地域医療連携支援システムテーマ 「多職種連携をするには何が大切か」H26.5.21
第３回
107人 11 ２５分×２
症例報告 土屋医院 院長 土屋 崇 先生
症例検討① 職能として出来ること
〃 ② 継続していくために何ができるか？H26.10.29
合同勉強会・
情報交換会
73人 8 ４５分３０分
実践報告① 飯能市福祉部介護福祉課 平沼千恵美主幹
実践報告② 訪問看護ステーションほほえみ 塩澤幸代看護師
実践報告③ 大野デンタルクリニック 大野康先生
実践報告④ 小室内科消化器科ｸﾘﾆｯｸ 小室 理 先生H27.2.18
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★��回 �職種連携��会 飯能・日高�ール�カフェ開催★
３月２日 飯能市市民活動センターにて開催されました。グループに分かれ
カフェ形式での症例検討、各職種から「認知症初期集中支援チーム」「健康サポート薬局」「認知症ケアパス」などの紹介もあり、限られた時
間のなかで今後の地域包括ケア体制の充実を図っていくために活発な意見交換・情報交換が行われました。
� 今回の��者�137名� �
飯能地区医師会9名、入間郡市歯科医師会6名、飯能地区薬剤師会16名、
医療機関関係者21名、埼玉県狭山保健所2名、飯能市4名、日高市2名、
訪問看護ステーション13名、介護支援専門員16名、介護施設職員17名、
地域包括支援センター15名 他
� ��後のアンケート���り �
Q� 今日の�ール�カフェはいかがでしたか��回��52.6��
大変良かった35 良かった33 あまり良くなかった2 無記入2
計72名回答
Q２ �在の業務での��はありますか�
・人員不足、求人を出しても中々来ない 人材育成
・動ける人員が少なく在宅業務を受けることをためらい積極的に動けない
・地域連携を充実させたい 地域交流、施設と地域のかかわり
・地域への情報発信
・「地域包括システム」について専門職だけが勉強するのではなくいかに地域
住民に普及、啓発するかということ
・地域を支えるため、専門職の横のつながりを大切にしていくこと
・介護と医療のシステム作りが急がれる
・多職種での連携、特に医師との連携
・医療との連携を今まで以上に図っていきたい
・各職種の専門性を理解し協力していくことが重要。カフェに参加し意見交換することで情報を得ることが出来るのが良い
調剤薬局の業務
在宅医療に対する問題点
・なにせ採算が合わうまで時間がかかる！
時間と手間ばかり初めはかかる
・訪問時のトラブル
・患者さんの情報提供が少ない！ → 多職種との連携が必要
・終末医療に対する役割が知られていない！ などなど
かかりつけ薬剤師・薬局の問題点
薬剤師個人が評
価されている！
が・・・・
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薬剤師の職能って
国民の環境衛生と健康を守る
⇓
未病から看取りまで
医療人として
医薬品の適正使用
患者さんの希望す
るライフスタイルを
応援したい！
− 29 −
− 29 −
演者 中村 育⼦ 先⽣
医療法⼈社団福寿会
福岡クリニック在宅部栄養課
課⻑
演題3
「在宅訪問栄養⾷事指導の実際」
− 30 − − 31 −
略　　歴
（資　格）
管理栄養士 介護支援専門員
（学 歴）
平成 6年　女子栄養大学栄養学部卒業
平成 20 年　女子栄養大学医療栄養学研究室研究生
平成 21 年　女子栄養大学大学院栄養学研究科 栄養学専攻 修士課程入学
平成 23 年　女子栄養大学大学院栄養学研究科 栄養学専攻 修士課程卒業
平成 24 年　静岡県立大学大学院薬食生命科学
総合学府博士後期課程食品栄養科学専攻入学
平成 27 年　静岡県立大学大学院薬食生命科学
総合学府博士後期課程食品栄養科学専攻満期終了
（職 歴）
平成 6年 4月　板橋区立西台在宅サービスセンター
平成 9年 12 月　福岡クリニック在宅部栄養課
平成 27 年現在も現職 栄養課 課長
平成 20 年 6 月　全国在宅訪問栄養食事指導研究会会長に就任
平成 24 年 6 月　全国在宅訪問栄養食事指導研究会会長から副会長に就任
平成 26 年 6 月　日本在宅栄養管理学会（旧全国在宅訪問栄養食事指導研究会）
副理事長に就任
（所属学会）日本在宅栄養管理学会、日本病態栄養学会、日本褥瘡学会
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「在宅訪問栄養⾷事指導の実際」
医療法⼈社団福寿会 福岡クリニック在宅部栄養課 課⻑
⽇本在宅栄養管理学会 副理事⻑
中村育⼦
福岡クリニック在宅部
～在宅療養支援診療所在宅総数約600名～
栄養指導に持参している物 在宅訪問栄養食事指導で行うこと
①食事の聞き取りを行い、摂取栄養量を算出し、必要栄養
量を算出して、不足する栄養素を抽出する。
②栄養がなぜ不足するのか、その問題点を抽出する。
③ケアプランや本人・家族の意向に添ったゴールを設定
し、長期目標、短期目標を設定し、目標が達成できるよう
栄養ケアを行う。栄養ケアは家族やヘルパーに対しての
調理指導、栄養相談、メニュー提案、配食サービスや栄養
補助食品等の情報提供を行う。
④栄養指導の効果は、多職種連携し、疾病の改善、栄養
状態の改善、ADLの改善、食の楽しみを増やすことに貢献
し、QOLの向上を目指す。
4
在宅高齢患者の栄養状態
5
在宅要介護高齢者の低栄養リスク
～生活環境要因による栄養状態の悪化～
• ADLの低下、認知機能障害
• 介護力不足、不十分な食事の供給
• 不適切な食事形態の提供
• 不適切な食事介助
• 食習慣の問題
• 貧困、かかりつけ医の不在
• 体重が測定できない
• 栄養評価を定期的にしていない
6葛谷雅文著 MNA在宅栄養ケア在宅高齢者の低栄養予防と早期発見 2015
− 32 − − 33 −2
高齢期の必要な栄養
7
在宅での食事 施設での食事
在宅高齢者に多い食事パターン
• 主食（パン・餅・ごはん・麺類）のみ＋漬物、佃煮
• 主食＋1品（コロッケ、天ぷら、シューマイ、餃子）
• 味付けの濃い物の組み合わせ（佃煮、漬物、しょ
うゆ、みそを多く使った料理）
• 野菜や果物の摂取が少ない（手の込んだ料理が
作れない、経済的な問題により）
• 料理の品数が少ない
• 団子、おはぎ、カステラ等を食事の代わりにする
在宅高齢患者の摂食嚥下障害
9
要介護度別の認定者数の推移
65歳以上がいる世帯
�高齢者のいる世帯は�4 �、��・��のみが��数�
11
平成26年度高齢社会白書
介護者の内訳は配偶者がトップ
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在宅患者の増加
病院・施設から在宅へ
14
在宅訪問栄養食事指導とは
医療保険（1994年4月）在宅患者訪問栄養指導530点
介護保険（2000年4月）居宅療養管理指導533単位
＊居住系施設は450点、452単位）
通院困難で在宅診療を行っている患者で、厚生労働大臣
が定める特別食を必要とすると医師が判断し、在宅訪問
栄養食事指導の指示を出した者に対して、医療機関の管
理栄養士は２回/月を限度に算定できる。
15
在宅訪問栄養食事指導の目的
在宅訪問栄養食事指導は療養者宅に訪問し
生活の実態及び本人・家族の意向を把握しなが
ら多職種と連携し、家族に負担の少ない実践的
な栄養指導を行うことにより、療養者の栄養改
善から疾病やADLを改善しQOLの向上を目的と
している。
訪問栄養食事指導の流れ
各担当者の集まる会議
療養者・介護者（家族）の要望
主治医の指示
訪問栄養食事指導の依頼
栄養ケア計画を作成
医師、看護師、ケアマネー
ジャーなど関連職種と連携
●依頼元への報告
●各担当者の集まる会議に出席
●医事課に実施伝票を提出
（給付請求）
●プランにそって訪問
●モニタリングを行い、修正・補正
し、目標達成を目指す
評価
����
訪問栄養食事指導実践の手引き 在宅での栄養ケアのすすめかた、日本医療企画、全国在宅訪問栄養食事指導研究会 18
在宅における栄養評価項目
１．身体・栄養状態（体重、BMI、血液生化学検査、褥瘡）
２．食事内容（食形態、食事量、嗜好、水分量）
３．疾病状態（改善・維持・悪化・服薬の増減）
４．ADL及びQOL（日常生活動作・生活の質）
５．口腔内の状態（摂食・嚥下、義歯調整、適正な食事形
態、
正常な味覚（亜鉛欠乏））
６．精神状態（食事に対する意欲、精神的落ち込み、睡眠）
７．排泄（便秘・下痢）
− 34 − − 35 −4
MNA‐SFによる栄養評価の比較
19
在宅高齢療養者��ク�ニ�ク在宅訪問栄養食事指導
対象者
n＝990n=79
参考文献：平成24年度在宅療養者の栄養状態と
その改善方法に関する調査． 国立長寿医療研究センター
我が国の訪問栄養食事指導
１．医療保険
在宅患者訪問栄養食事指導料：530点（450点）
在宅での療養を行っている患者であって、疾病、負傷の
ために通院による療養が困難な者について、医師が特別
食を提供する必要性を認めた場合であり、当該医師の指
示に基づき管理栄養士が患者宅を訪問し、患者の生活
条件、嗜好等を勘案した食品構成に基づく食事計画案又
は具体的な献立を示した栄養指導箋を患者・家族に対し
て交付した場合に算定する。
厚生労働大臣が定める特別食
腎臓食、肝臓食、糖尿食、胃潰瘍食、貧血食、
膵臓食脂質異常症食、痛風食、フェニールケト
ン尿症食、楓糖尿症食、ホモシスチン尿症食、
ガラクトース血症食、治療乳、無菌食、特別な
場合の検査食、消化管術後に対する潰瘍食、
高度肥満に対する治療食、高血圧に対する減
塩食、痛風食、クローン病および潰瘍性大腸炎
による腸管機能の低下に対する低残渣食、
がん、低栄養、摂食嚥下機能低下
２．介護保険
居宅療養管理指導（管理栄養士が行う場合）：
533（452）単位
通院又は通所が困難な在宅の利用者に対して、
当該指定居宅療養管理指導事業所の管理栄養
士が計画的に医学的管理を行っている医師の指
示に基づき、当該利用者を訪問し、栄養管理に関
わる情報提供及び指導または助言を行った場合
に1か月に2回を限度として算定する。
介護保険・厚生労働大臣が定める特別食
疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋
に基づき提供された適切な栄養量および内容を有す
る腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食
、膵臓病食、脂質異常症食、消化管術後に対する潰
瘍食、高度肥満に対する治療食、高血圧に対する減
塩食、痛風食、クローン病および潰瘍性大腸炎による
腸管機能の低下に対する低残渣食、嚥下困難者のた
めの流動食、経管栄養のための濃厚流動食および特
別な場合の検査食
在宅訪問栄養食事指導対象者内訳
24
年齢（歳） 80.0±7.8
BMI(kg/㎡) 20.7±3.6
血清Alb(g/dl)   3.8±0.6
n=79(男性12名、女性67名）
− 34 − − 35 − 5
特別食の内訳
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n=79
介護度の内訳
n=79
介護者の内訳
27
n=79
介護者の介護軽減のための
嚥下調整食の作り方
• 基本は家族の食べる食事を基本に調理する。
• 市販品や加工品を上手に使って、調理時間を短縮する。
（お惣菜、缶詰、冷凍食品、介護食品、レトルト）
28
嚥下調整食の簡単な調理法や保存法
29
介護食品や冷凍食品の簡単アレンジ
30
������は�
���� ������
冷凍�ン�の���
− 36 − − 37 −6
31
胃瘻増設の減少と重度の
摂食嚥下障害者の増加
32
家庭でのゼリー食
～介護者の介護負担が大きい～
33
ゼリー食を�る�うになってから、介護者の
�重が1か�に3kg減少したケース
退院前の在宅連携
退院前カンファレン
スを行う場合
行わない場合
��医、���ース
���ースor �ー
カー、家����、在宅
�療��ース、�ーカー、
ケア����ー�
��、�院�のケアの��、退院に��た�
�、退院�を��る
在宅�療の�ーカーが、�療���
��、看護��リー、家�からの��
を�にカ��、ア�ム�を�成する
在宅では患者の�院�の食�����院�の�重の��が分からない。�院�
に嚥下��食を食�ていて�、退院�に食��食�の���の��が少ない。
�ース��の食�を食�ていた患者の家�が、退院�に���ー、フー�����
�ーを��できない場合�ある。
�院
在宅
在宅患者訪問褥瘡管理指導料 750点
～多職種に�る褥瘡対策チームの��に�る加�～
• 多職種から構成される褥瘡対策チームが、褥瘡ハイリ
スク患者であって既にDESIGN分類d2以上の褥瘡があ
る患者に対し、カンファレンスと定期的なケア等を実施し
た場合に評価を行う。
①当該医療機関内に以下の3名から構成される在宅褥瘡
チームが設置されていること。アまたはイの内、1名は在
宅褥瘡対策について十分な経験を有する者であって、褥
瘡等の創傷ケアに係わる適切な研修を終了した者である
こと。
ア)医師、イ)看護師、ウ)管理栄養士
35
− 36 − − 37 −
薬学部⽣涯教育講座テーマ・演者⼀覧 (過去10回)
44回
メインテーマ「在宅患者のくすりと栄養」
「患者が⾷べられなくなったとき その評価と対策〜薬剤師に期待すること〜」
⻲⽥総合病院 地域医療⽀援部 ⼩野沢 滋 先⽣
「薬剤師による在宅活動と事例紹介」
有限会社 かくの⽊ 畑中典⼦ 先⽣
45回
メインテーマ「⽣活習慣病の薬物治療－糖尿病－」
「２型糖尿病における脂質異常症の管理」
城⻄⼤学 薬学部 医療栄養学科 中島 啓 先⽣
「糖尿病療養指導の現場から」
辻仲病院 柏の葉 薬剤科 辻村 朱美 先⽣
46回
メインテーマ「⽣活習慣病の薬物治療Ⅱ－⾼⾎圧－」
「⾼⾎圧治療薬の相互作⽤・副作⽤」
城⻄⼤学 薬学部 薬学科 ⾦本 郁男 先⽣
「メタボリックシンドロームとCKD、⾼⾎圧治療」
⽇本⼤学医学部内科学系 上野 ⾼浩 先⽣
47回
メインテーマ「⽣活習慣病の薬物治療Ⅲ－糖尿病－」
「糖尿病、メタボリックシンドロームをターゲットとした健康⾷品―その開発と有効性の現状」
城⻄⼤学 薬学部 薬科学科 教授 和⽥ 政裕 先⽣
「２型糖尿病の薬物療法」
コーネス内科クリニック院⻑
埼⽟医科⼤学総合医療センター 内分泌・糖尿病内科 ⼤村 栄治 先⽣
48回
メインテーマ「放射線と健康危害―医療者がもつべき知識―」
「放射線とその⼈体への影響について〜使⽤される薬物〜」
放射線医学総合研究所 緊急被ばく医療研究センター 被ばく医療部体内汚染治療室 ⽯原 弘 先⽣
「⾷品中の放射性物質による健康影響について」
内閣府⾷品安全委員会事務局 評価課 林 亜紀⼦ 先⽣
49回
メインテーマ「⽣活習慣病の薬物治療Ⅳ－最近のがん治療－」
「癌化学療法と個別化治療」
城⻄⼤学薬学部 臨床薬効解析学研究室 沼崎 宗夫 先⽣
「がん患者のそばで、共に病気と向き合える薬剤師を⽬指して」
埼⽟医科⼤学総合医療センター薬剤部 佐野 元彦 先⽣
50回
記念講演
「輝ける薬学・薬剤師の未来に向けて〜医療現場と薬系⼤学の⽴場から〜」
京都薬科⼤学 乾 賢⼀ 先⽣
51回
メインテーマ⽣活習慣病の薬物治療－脂質異常症－
「肥満と健康⾷品」
城⻄⼤学薬学部 古旗 賢⼆ 先⽣
「脂質異常症の薬物療法」
帝京⼤学医学部 寺本 ⺠⽣ 先⽣
52回
メインテーマ「在宅医療における薬剤師と管理栄養⼠との連携」
「在宅医療における多職種連携の意味 －薬物の⾷事・運動・排泄・睡眠への影響から－」
ウェルシア薬局株式会社 澤⽥ 康裕 先⽣
「在宅における管理栄養⼠業務」
霞ヶ関中央クリニック 前⽥ 薫 先⽣
「医療・介護に求められる管理栄養⼠ -訪問薬剤師の⽴場から-」
城⻄⼤学薬学部 ⼤嶋 繁 先⽣
53回
メインテーマ「ロコモティヴ シンドローム」
「コラーゲンペプチドと⾻・軟⾻：エビデンスはあるのか？」
城⻄⼤学薬学部 真野 博 先⽣
「ロコティブシンドロームと運動器のアンチエージング」
医療法⼈財団順和会⼭王病院整形外科 国際医療福祉⼤学 中村 洋 先⽣
